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_ 電子入札システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成26年５月22日12

時00分
` 電子入札システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成26年６月
17日12時00分

a 開札の日時及び場所 平成26年６月19日13

時30分 北海道開発局事業振興部機械課
４ 開発機械第５号の４に同じ。
５ Summary

\ The same with the notice above (No. 5)

] Classification of the products to be pro-

cured : 14

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : 1 set of Server for Disaster

Control Information Sharing System

_ Delivery period : 23 March 2015

` The same with the notice above (No. 5)

a The same with the notice above (No. 5)

b Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 22 May 2014

c Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 17 June

2014

d The same with the notice above (No. 5)

〇開発機械第７号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 15、28

] 購入等件名及び数量
多重無線通信装置（建設神居山外）製造及
び据付調整 一式（電子入札対象案件）

^ 開発機械第５号の１^に同じ。
_ 納入期限 平成27年３月16日
` 開発機械第５号の１`に同じ。
a 入札方法 総価で行う。落札者の決定は、
総合評価落札方式をもって行うので、提案に
係る性能、機能、技術等に関する書類を提出
すること。なお、落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の100分の
８に相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを
問わず、見積もった契約金額の108分の100に
相当する金額を記載した入札書を提出するこ
と。

b 開発機械第５号の１bに同じ。
２ 競争参加資格
\ 開発機械第５号の２\に同じ。
] 開発機械第５号の２]に同じ。
^ 開発機械第５号の２^に同じ。
_ 当該製造物品又はこれと同等の類似品に係
る製造実績若しくは納入実績があることを証
明した者であること。

` 予算決算及び会計令第73条の規定に基づ
き、支出負担行為担当官が定める資格を有す
る者であること。

a 開発機械第５号の２`に同じ。
b 開発機械第５号の２aに同じ。
c 開発機械第５号の２bに同じ。
３ 入札書の提出場所等
\ 開発機械第５号の３\に同じ。
] 開発機械第５号の３]に同じ。
^ 開発機械第５号の３^に同じ。
_ 電子入札システムによる入札書類データ
（申請書等）の受領期限及び紙入札方式によ
る申請書等の受領期限 平成26年５月22日12

時00分
` 電子入札システムによる入札書及び紙入札
方式による入札書の受領期限 平成26年６月
17日12時00分

a 開札の日時及び場所 平成26年６月26日10

時30分 北海道開発局事業振興部機械課
４ その他
\ 開発機械第５号の４\に同じ。
] 開発機械第５号の４]に同じ。
^ 開発機械第５号の４^に同じ。
_ 開発機械第５号の４_に同じ。
` 開発機械第５号の４`に同じ。
a 落札者の決定方法 総合評価落札方式とす
る。本公告４^に従い申請書等を提出した入
札者であって、本公告２の競争参加資格をす
べて満たすとともに、入札説明書において明
らかにした性能等の要求要件のうち必須とさ
れた項目の要求要件をすべて満たし、当該入

札者の入札価格が予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内であり、かつ、当該入札者の申込み
に係る性能等の各評価項目の得点の合計を当
該入札者の入札価格で除して得た数値（以下
「評価値」という。）の最も高い者をもって落
札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がなされないおそれがあると認め
られるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそ
れがあって著しく不適当であると認められる
ときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち評価値の最も高
い者を落札者とすることがある。

b 開発機械第５号の４bに同じ。
c 開発機械第５号の４cに同じ。
５ Summary

\ The same with the notice above (No. 5)

] Classification of the products to be pro-

cured : 15, 28

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : 1 set of Multiplex Communica-

tion Equipment (Kensetsu Kamuiyama etc.)

_ Delivery period : 16 March 2015

` The same with the notice above (No. 5)

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ The same with the notice above (No. 5)

| The same with the notice above (No. 5)

} The same with the notice above (No. 5)

~ meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify

in accordance with Article 73 of the Cabi-

net Order

� not be currently under suspension of

nomination by Director-General, Hok-

kaido Regional Development Bureau dur-

ing the time of tender opening from time

limit for the submission of application

forms and relevant documents for the

qualification

b Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 p.m. 22 May 2014

c Time limit for tender : 12 : 00 p.m. 17 June

2014

d The same with the notice above (No. 5)

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年４月 21日

支出負担行為担当官
海上保安庁次長 岸本 邦夫

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13

〇特庁第 1036号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71

] 購入等件名及び数量
ＣＤ`ＲＯＭ（IHS Maritimeの船舶デー

タ）１枚買入
^ 調達案件及び仕様等 海上保安業務システ
ムの船舶データ更新のための調達。

_ 納入期限 平成26年６月30日
` 納入場所 海上保安庁
a 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当
たっては、入札書に記載された金額に当該金
額の８％に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税及び地
方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約金額の
108分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。

b 電子入札システムの利用 本案件は、電子
入札システムで行う対象調達案件である。な
お、電子入札システムによりがたい者は、紙
入札方式参加願の提出をもって紙入札方式に
代えるものとする。その他詳細については、
入札説明書による。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条の規定に該当しない者であるこ
と。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人
であって、契約締結のために必要な同意を得
ている者は、同条中、特別の理由がある場合
に該当する。˜

˜
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